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個 別 財 務 諸 表 等 
 
 （１） 貸 借 対 照 表  
 （単位：百万円） 
 ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 (２００３.３.３１) (２００２.３.３１) 増   減 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  
 Ⅰ 流 動 資 産      

現 金 及 び 預 金 ９,２１７  １０,２８５  △  １,０６８ 
受 取 手 形 ５８２  ５３１  ５１ 
売 掛 金 ３,４９１  ３,４９９  △     ７ 
有 価 証 券 １７７  １３１  ４６ 
商 品 ５４１  ７４７  △   ２０６ 
製 品 ５９４  ６５１  △    ５７ 
原 材 料 ２０３  ２３８  △    ３５ 
仕 掛 品 ６１４  ５５３  ６１ 
貯 蔵 品 ４４６  ４４４  １ 
繰 延 税 金 資 産 ６０９  ２７９  ３２９ 

未 収 入 金 １,９７９  １,６１７  ３６１ 
そ の 他 ２３５  ３４７  △   １１１ 
貸 倒 引 当 金 △    １４  △    １３  △     ０ 

流 動 資 産 合 計 １８,６７８ 40.5 １９,３１４ 40.6 △   ６３５ 

 Ⅱ 固 定 資 産      
  １．有 形 固 定 資 産      

建 物 ４,７０６  ５,０５０  △   ３４４ 
機 械 及 び 装 置 ２６２  ３１１  △    ４９ 
工 具 器 具 備 品 ６７０  ６８５  △    １４ 
土 地 ４,１３６  ４,１３６  － 
建 設 仮 勘 定 ３  １  １ 
そ の 他 １８４  ２１５  △    ３０ 

有 形 固 定 資 産 合 計 ９,９６３ 21.6 １０,４００ 21.8 △   ４３７ 

  ２．無 形 固 定 資 産      
営 業 権 ３５  ５２ △    １７ 
ソ フ ト ウ ェ ア ３０６  ２９９ ６ 
そ の 他 ４２  ４３ △     ０ 

無 形 固 定 資 産 合 計 ３８４ 0.9 ３９５ 0.8 △    １１ 

  ３．投 資 そ の 他 の 資 産      
投 資 有 価 証 券 ７６９  ８２３  △    ５３ 
関 係 会 社 株 式 １０,９１４  １１,６２１  △   ７０７ 
関 係 会 社 出 資 金 １,４０９  １,４７１  △    ６２ 
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 １,５０５  １,２１７  ２８７ 
差 入 保 証 金 ６２５  ５８３  ４２ 
繰 延 税 金 資 産 １,１８８  ７０２  ４８５ 
再評価に係る繰延税金資産 ８５４  ８８４  △    ２９ 
そ の 他 １９９  ２９８  △    ９９ 
投 資 評 価 引 当 金 －  △    ７９  ７９ 
貸 倒 引 当 金 △   ４１６  △     ５  △   ４１１ 

投資その他の資産合計 １７,０５０ 37.0 １７,５１８ 36.8 △   ４６８ 

固 定 資 産 合 計 ２７,３９７ 59.5 ２８,３１５ 59.4 △   ９１７ 

資 産 合 計 ４６,０７６ 100.0 ４７,６２９ 100.0 △  １,５５２ 
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（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 (２００３.３.３１) (２００２.３.３１) 増   減 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  
 Ⅰ 流 動 負 債      

買 掛 金 １,６０２  １,８２６  △   ２２４ 
短 期 借 入 金 １,５００  ２,５００  △   ９９９ 
未 払 金 １,２９４  ８１３  ４８１ 

未 払 法 人 税 等 １７８  １２  １６６ 

預 り 金 ２５  ７４  △    ４９ 
賞 与 引 当 金 ５０３  ６１１  △   １０８ 
そ の 他 １００  ４５  ５４ 

流 動 負 債 合 計 ５,２０３ 11.3 ５,８８３ 12.4 △   ６７９ 

Ⅱ 固 定 負 債      
退 職 給 付 引 当 金 ３１  －  ３１ 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １５７  １３８  １９ 
そ の 他 １６  ２２  △     ６ 

固 定 負 債 合 計 ２０５ 0.4 １６１ 0.3 ４４ 

負 債 合 計 ５,４０９ 11.7 ６,０４４ 12.7 △   ６３５ 

( 資 本 の 部 )      
 Ⅰ 資 本 金 － － ９,２７４ 19.5 △ ９,２７４ 
 Ⅱ 資 本 準 備 金 － － １０,８００ 22.7 △１０,８００ 
 Ⅲ 利 益 準 備 金 － － ８４７ 1.8 △   ８４７ 
Ⅳ 再 評 価 差 額 金 － － △ １,２６５ △ 2.7 １,２６５ 

 Ⅴ そ の 他 の 剰 余 金      
  １．任 意 積 立 金      

特 別 償 却 準 備 金 － － ５２  △    ５２ 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 － － ４８  △    ４８ 
別 途 積 立 金 － － ２１,２４４  △２１,２４４ 

  ２．当期未処分利益 － － ５６７  △   ５６７ 

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 － － ２１,９１２ 46.0 △２１,９１２ 

 Ⅵ その他有価証券評価差額金 － － １６ 0.0 △    １６ 

 Ⅶ 自 己 株 式 － － △     ０ △ 0.0 ０ 

資 本 合 計 － － ４１,５８５ 87.3 △４１,５８５ 

 Ⅰ 資 本 金 ９,２７４ 20.1 － － ９,２７４ 
 Ⅱ 資 本 剰 余 金   － －  

資 本 準 備 金 １０,８００  － － １０,８００ 

資 本 剰 余 金 合 計 １０,８００ 23.5 － － １０,８００ 

 Ⅲ 利 益 剰 余 金   －  －  
利 益 準 備 金 ８４７  － － ８４７ 
任 意 積 立 金 ２１,３３６  － － ２１,３３６ 
当 期 未 処 理 損 失 ５４  － － ５４ 

利 益 剰 余 金 合 計 ２２,１２９ 48.0 － － ２２,１２９ 

 Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金 △  １,２９５ △ 2.8 － － △ １,２９５ 

 Ⅴ その他有価証券評価差額金 ９ 0.0 － － ９ 
 Ⅵ 自 己 株 式 △   ２５１ △ 0.5 － － △   ２５１ 

資 本 合 計 ４０,６６７ 88.3 － － ４０,６６７ 

負 債 及 び 資 本 合 計 ４６,０７６ 100.0 ４７,６２９ 100.0 △ １,５５２ 



（ローランド） 

－   － 34

 （２） 損 益 計 算 書 
 （単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 前 期  比 

科      目 (2002.4.1～2003.3.31) (2001.4.1～2002.3.31) 増   減 

 金   額 百分比 金   額 百分比 金  額 

  ％  ％  
 Ⅰ 売     上     高 ２８,０１６ 100.0 ２８,００５ 100.0 １０ 
 Ⅱ 売   上   原   価 ２１,１９６ 75.7 ２１,３０５ 76.1 △   １０９ 

売 上 総 利 益 ６,８２０ 24.3 ６,７００ 23.9 １１９ 

 Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６,８２５ 24.3 ７,３２３ 26.1 △   ４９８ 

営 業 損 失 ５ △0.0 ６２２ △2.2 ６１７ 

 Ⅳ 営  業  外  収  益 ８０１ 2.9 １,１１５ 3.9 △   ３１３ 

受 取 利 息 １５５  １５５  △     ０ 
受 取 配 当 金 ５６２  ７８５  △   ２２２ 
為 替 差 益 ３７  １３６  △    ９８ 
そ の 他 ４６  ３８  ７ 

 Ⅴ 営  業  外  費  用 ２３ 0.1 １１ 0.0 １１ 

支 払 利 息 １３  ７  ６ 
そ の 他 １０  ４  ５ 

経 常 利 益 ７７３ 2.8 ４８０ 1.7 ２９２ 

 Ⅵ 特   別   利   益 １,９７１ 7.0 ５０３ 1.8 １,４６８ 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ０  １０  △    １０ 
投 資 評 価 引 当 金 戻 入 益 ７９  －  ７９ 
固 定 資 産 売 却 益 ２  －  ２ 
関 係 会 社 特 別 配 当 金 １,８８８  －  １,８８８ 
営 業 権 譲 渡 益 －  １９２  △   １９２ 
私 財 受 贈 益 －  ３００  △   ３００ 

 Ⅶ 特   別   損   失 ３,０２６ 10.8 ６７２ 2.4 ２,３５３ 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ４１３  －  ４１３ 

固 定 資 産 除 売 却 損 １７  ５５  △    ３７ 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２１７  ３６１  △   １４４ 
関 係 会 社 整 理 損 １,０９０  －  １,０９０ 
関 係 会 社 株 式 評 価 損 ５４３  １６０  ３８２ 
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 ６２  －  ６２ 
特 別 退 職 金 ６８１  －  ６８１ 
役 員 退 職 功 労 金 －  ９４  △    ９４ 

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は  
税 引 前 当 期 純 損 失 (△ )  

△   ２８１ △1.0 ３１１ 1.1 △   ５９３ 

法人税､住民税及び事業税 １２７ 0.5 ４７ 0.1 ８０ 

過 年 度 法 人 税 等 ５６０ 2.0 － － ５６０ 

法 人 税 等 調 整 額 △   ８１０ △2.9 △   ２０６ △0.7 △   ６０３ 

当 期 純 利 益 
又 は 当 期 純 損 失 ( △ ) 

△   １５８ △0.6 ４７１ 1.7 △   ６２９ 

前 期 繰 越 利 益 ３２０  ３５１  △    ３１ 

中 間 配 当 額 ２１６  ２５５  △    ３９ 

当 期 未 処 分 利 益 又 は 
当 期 未 処 理 損 失 ( △ ) 

△    ５４  ５６７  △   ６２２ 
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 （３） 利 益 処 分 案 
 
 （単位：百万円） 

科      目 
２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 
(2002.4.1～2003.3.31) 

２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 
(2001.4.1～2002.3.31) 

当 期 未 処 分 利 益 
又 は 当 期 未 処 理 損 失 ( △ ) △     ５４ ５６７ 

任 意 積 立 金 取 崩 額   

別 途 積 立 金 取 崩 額 ３００ － 

特別償却準備金取崩額 ８ ８ 

計 ２５３ ５７５ 

これを次のとおり処分いたします。   

利 益 配 当 金 ２１５ ２５５ 

任 意 積 立 金   

特 別 償 却 準 備 金 ０ － 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 １ － 

次 期 繰 越 利 益 ３６ ３２０ 

 
１株当たり配当金の内訳 

 ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 

 年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

  円  銭   円  銭   円  銭   円  銭  円  銭  円  銭 
       

普 通 株 式 １７ ００ ８ ５０ ８ ５０  ２０ ００ １０ ００  １０ ００ 
 （内  訳）       

普 通 配 当 １７ ００ ８ ５０ ８ ５０ ２０ ００ １０ ００ １０ ００ 
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 重 要 な 会 計 方 針 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式及び関連会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法 

 その他有価証券  

 時価のあるもの ・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 

  移動平均法により算定） 

 時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 
 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 商品，製品，原材料及び仕掛品 ・・・ 総平均法による低価法 

 貯蔵品 ・・・ 最終仕入原価法 
 
３．デリバティブの評価基準 ・・・ 時価法 
 
４．固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産 ・・・ 定率法 

      ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物 

  付属設備を除く）については定額法 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり 

  建物       31～50年 

  工具器具備品    2～ 6年 

 (2)無形固定資産 ・・・ 定額法 

      ただし、市場販売目的のソフトウェアについては販売 

      可能有効期間における見込販売数量に基づく方法、自 

      社利用のソフトウェアについては社内における利用可 

      能期間（5年）に基づく定額法 

 (3)長期前払費用 ・・・ 定額法（主として5年で償却） 
 
５．引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金      ・・・  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 (2)賞与引当金      ・・・  従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上
しています。 

 (3)退職給付引当金    ・・・  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末におい
て発生していると認められる額を計上しています。 
なお、会計基準変更時差異（324百万円）については、5年に

よる按分額を費用処理しています。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により、発

生年度の翌事業年度から費用処理しています。 
 
 (4)役員退職慰労引当金 ・・・  役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しています。 
 
６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
 

７．消費税等の処理方法 
税抜方式で処理しています。 
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８．その他財務諸表作成のための重要な事項 
（自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準） 

当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1号）を
適用しています。これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微です。 
なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表の資本の部については、改正

後の財務諸表等規則により作成しています。 
 

（１株当たり当期純利益に関する会計基準） 
当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しています。 
なお、前事業年度に係る財務諸表において適用していた方法により算定した場合においても、当事

業年度の１株当たり情報については、同額です。 
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 注 記 事 項 
 

（貸 借 対 照 表 関 係） 

（ ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 １０,６５２百万円 １．有形固定資産の減価償却累計額 １０,３２２百万円 

２．担保提供資産及び対応債務 ２．担保提供資産及び対応債務 

 担保に供している
資 産 

工 場 財 団 そ の 他   担保に供している
資 産 

工 場 財 団 そ の 他  

  
建 物 

百万円 
７０１ 

百万円 
２８５ 

   
建 物 

百万円 
７５４ 

百万円 
３１０ 

 

 構 築 物 ４ －   構 築 物 ４ －  

 機 械 及 び 装 置 ２７ －   機 械 及 び 装 置 ３５ －  

 土 地 ９５２ ７８５   土 地 ９５２ ７８５  

 計 １,６８５ １,０７１   計 １,７４６ １,０９５  

  

対 応 す る 債 務 工 場 財 団 そ の 他  対 応 す る 債 務 工 場 財 団 そ の 他 

 
輸出手形割引高 
短 期 借 入 金 

百万円 
１５８ 

１,５００ 

  
輸出手形割引高 
短 期 借 入 金 

百万円 
１２７ 

２,０００ 

計 １,６５８  計 ２,１２７ 

  

  
３． 授 権 株 式 数 ５０,０００,０００株 ３． 授 権 株 式 数 ５０,０００,０００株 

 発行済株式総数 ２５,５７２,４０４株  発 行 済 株 式 総 数 ２５,５７２,４０４株 

４．関係会社に対する資産及び負債 

流 動 資 産 
受 取 手 形 ５０１百万円 
売  掛  金 ２，４５０百万円 
未 収 入 金 １，２０７百万円 

流 動 負 債 
買  掛  金 ７２０百万円 

４．関係会社に対する資産及び負債 

   流 動 資 産 
     受 取 手 形 ４４８百万円 
     売  掛  金 ２,２７５百万円 
     未 収 入 金 ６２４百万円 
   流 動 負 債 
     買  掛  金 ８６５百万円 

５．保  証  債  務 

関係会社の金融機関からの ４４５百万円 
     借入金に対する保証等 （ ６  社） 

従業員の金融機関からの借入債務 ７６百万円 

そ     の      他 ２７百万円 

５．保  証  債  務 

関係会社の金融機関からの ４２７百万円 
     借入金に対する保証等 （ ７  社） 

従業員の金融機関からの借入債務 ９２百万円 

そ     の      他 ２２百万円 
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（ ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ） 

６．土地再評価法の適用 
「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31
日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」(平成13年3月31日
公布法律第19号)に基づき、事業用土地の再評価
を行っています。これに伴い、再評価に係る税
効果相当額を「再評価に係る繰延税金資産」と
して資産の部に、また、再評価差額から税効果
相当額を控除した金額を「土地再評価差額金」
として資本の部に計上しています。 

土地再評価法第3条第3項に定める再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3 

月31日公布政令第119号）第2条第3号に定める
土地課税台帳に登録されている価格に合理的な調
整を行い算出しています。 

再評価を行った年月日 ２００２年３月３１日 

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再
評価後の帳簿価額との差額 △３７９百万円 

６．土地再評価法の適用 
「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31
日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」(平成13年3月31日
公布法律第19号)に基づき、事業用土地の再評価
を行っています。これに伴い、再評価に係る税
効果相当額を「再評価に係る繰延税金資産」と
して資産の部に、また、再評価差額から税効果
相当額を控除した金額を「再評価差額金」とし
て資本の部に計上しています。 

土地再評価法第3条第3項に定める再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3

月31日公布政令第119号）第2条第3号に定める
土地課税台帳に登録されている価格に合理的な調
整を行い算出しています。 

再評価を行った年月日 ２００２年３月３１日 

再評価前の帳簿価額 ６,２８６百万円 
再評価後の帳簿価額 ４,１３６百万円 

 ７．商法第290条第1項第6号に規定する純資産の増加額 

 １６百万円 

 
 
（損 益 計 算 書 関 係） 

（ ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ） 

１．関係会社との取引高  １．関係会社との取引高  

製 品 売 上 高 ９,７９４百万円 製 品 売 上 高 ９,５１５百万円 
商 品 売 上 高 ８,４３０百万円 商 品 売 上 高 ８,１６８百万円 
商 品 仕 入 高 ９,０３６百万円 商 品 仕 入 高 ８,９２４百万円 
受 取 配 当 金 ５６０百万円 受 取 配 当 金 ７８２百万円 
（ 営 業 外 収 益 ）  受 取 利 息 １４０百万円 
受 取 利 息 １４５百万円 営 業 権 譲 渡 益 １９２百万円 

    

２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
運 搬 保 管 料 ７２４百万円 運 搬 保 管 料 ７３３百万円 
広 告 販 促 費 １,０４４百万円 広 告 販 促 費 １,１３１百万円 
給 与 及 び 賞 与 １,７３６百万円 貸 倒 損 失 ５６百万円 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２０７百万円 給 与 及 び 賞 与 １,８１０百万円 
退 職 給 付 費 用 ２３７百万円 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２４９百万円 
福 利 厚 生 費 ２３７百万円 退 職 給 付 費 用 １８９百万円 
旅 費 交 通 費 １２９百万円 福 利 厚 生 費 ２４３百万円 
通 信 費 ９１百万円 旅 費 交 通 費 １５８百万円 
減 価 償 却 費 ４２３百万円 通 信 費 ９２百万円 
賃 借 料 ２６０百万円 減 価 償 却 費 ４１７百万円 
研 究 開 発 費 ２１７百万円 賃 借 料 ３７９百万円 
支 払 手 数 料 ６１６百万円 研 究 開 発 費 ２２６百万円 

  支 払 手 数 料 ６９５百万円 
販売費に属する費用のおおよその割合 ６９％ 販売費に属する費用のおおよその割合 ６８％ 
一般管理費に属する費用のおおよその割合 ３１％ 一般管理費に属する費用のおおよその割合 ３２％ 

３．研 究 開 発 費 の 総 額 ２,４５６百万円 ３．研 究 開 発 費 の 総 額 ２,５５９百万円 

４．固定資産売却益の内訳  

工 具 器 具 備 品 等 ２百万円   

５．固定資産除売却損の内訳 ４．固定資産除売却損の内訳 

建 物 ２百万円 建 物 ２６百万円 

機 械 及 び 装 置 ３百万円 土 地 １６百万円 

工 具 器 具 備 品 等 １１百万円 機 械 及 び 装 置 ７百万円 

  構 築 物 ３百万円 

  工 具 器 具 備 品 等 １百万円 
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（リ ー ス 取 引 関 係） 

項     目 ( ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ) ( ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

  

リース物件の取得価額相当額、 
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 

  取得価額

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高  

相 当 額 

   取得価額  

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高  

相 当 額 

 

  機械及
び装置 

百万円 

１３４ 

百万円 

１１７ 

百万円 

１６ 

  機械及
び装置 

百万円 

１３４ 

百万円 

９４ 

百万円 

３９ 

 

  合  計 １３４ １１７ １６   工具器 
具備品 ９ ９ ０  

        その他 ６ ５ １  

        合  計 １４９ １０９ ４０  
   

未 経 過 リ ー ス 料 

期 末 残 高 相 当 額 

１年内  １８百万円 

１年超   －百万円 

合 計   １８百万円 

１年内  ２５百万円 

１年超  １８百万円 

合 計   ４４百万円 

支 払 リ ー ス 料 ２６百万円 ４５百万円 

減 価 償 却 費 相 当 額 ２３百万円 ４０百万円 

支 払 利 息 相 当 額 １百万円 ２百万円 

減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によってい
ます。 

同   左 

利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物件の取得
価額相当額との差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっています。 

同   左 

 

 
（ 有 価 証 券 関 係 ） 
 
 子会社株式及び関連会社株式で時価があるもの 

 

(単位:百万円) 

２００３年３月期（２００２.４.１～２００３.３.３１） 
種    類 

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額 

子 会 社 株 式 ２,７７８ ６,０４７ ３,２６９ 

 

(単位:百万円) 

２００２年３月期（２００１.４.１～２００２.３.３１） 
種    類 

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額 

子 会 社 株 式 ２,７７８ ５,０６７ ２,２８９ 
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(税 効 果 会 計 関 係) 

 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    

 （２００３年３月期）  （２００２年３月期） 

繰延税金資産    

たな卸資産評価減 ４百万円  ２６百万円 

減価償却否認額 ９６百万円  ９９百万円 

関係会社整理損 ９６百万円  －百万円 

関係会社株式評価差額 ６７１百万円  ４７０百万円 

関係会社出資金評価差額 ２４百万円  －百万円 

有価証券評価差額 ２２８百万円  １４７百万円 

投資評価引当金否認額 －百万円  ３２百万円 

貸倒引当金否認額 １６４百万円  １１百万円 

未払特別退職金否認額 ２７２百万円  －百万円 

未払費用否認額 ２５百万円  －百万円 

賞与引当金否認額 １６８百万円  １７２百万円 

退職給付引当金否認額 １２百万円  －百万円 

役員退職慰労引当金否認額 ６２百万円  ５６百万円 

繰越外国税額控除 １８百万円  ８４百万円 

その他 ４７百万円  ２９百万円 

繰延税金資産合計 １,８９３百万円  １,１３１百万円 

繰延税金負債    

未収事業税 －百万円  △  １５百万円 

前払年金費用 －百万円  △  ４６百万円 

固定資産圧縮積立金・特別償却準備金 △  ５６百万円  △  ６４百万円 

その他有価証券評価差額金 △   ６百万円  △  １１百万円 

その他 △  ３２百万円  △  １１百万円 

繰延税金負債合計 △  ９５百万円  △ １４９百万円 

繰延税金資産の純額 １,７９８百万円  ９８２百万円 

 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 （２００３年３月期）  （２００２年３月期） 

法定実効税率 △  ４１.１％  ４１.１％ 

 (当期純損失につき△)   

（調 整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 ２.５％  ２.８％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ ２０４.３％  △ ２７.７％ 

法人住民税均等割 ７.８％  ７.３％ 

外国税額控除 △  ２２.６％  △ ７５.２％ 

過年度法人税等 １９９.０％  －％ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 １４.７％  －％ 

その他 ０.２％  ０.４％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △  ４３.８％  △ ５１.３％ 

 

 (注)繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、当事業年度における一時差異等の

うち、2004年3月末までに解消が予定されるものは41.1％、2004年4月以降に解消が予定されるも

のは39.8％です。これにより、繰延税金資産の金額が40 百万円、再評価に係る繰延税金資産の金額

が29百万円それぞれ減少し、当事業年度に費用計上された法人税等調整額の金額が41百万円増加し

ています。 
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７． 役 員 の 異 動（2003年6月20日予定） 

 

 

１．代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

２．その他役員の異動 

（１）就任予定 

常勤監査役    庄司 東生 （現  執行役員 総務部長 兼 品質保証部担当） 

 

（２）退任予定 

常勤監査役    甲佐 諭  

社外監査役    上田 茂實 

 

 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


